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支援申請書

復 興 庁 殿

復興庁「専門家派遣集中支援事業」に関して、次の各号に同意の上、申請します。
1. 復興庁、本事業の事務局である有限責任監査法人トーマツおよび支援を実施する専門家との相互間で、支援に必要な情報が共有されること。
2. 役員等が次のいずれかに該当すると認められる場合には、支援を受けられないこと。
1 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者。
2 申し込み時点で刑事上の訴追等を受けている者。
3. 本申請書による審査の結果、支援を受けられない場合があること。
4. 支援計画に関して専門家等と合意が得られない際、支援を受けられない場合があること。

【企業概要】（パンフレット等があれば添付して下さい）
	企 業 名

	

	本 社 所 在 地

	（〒　　　　　－　　　　　）


	代 表 者

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	担 当 者

	部署・役職

	氏名


	担当者連絡先

	TEL
	FAX

	
	E-mail

	設 立 年（ 西 暦 ）
	年　
	資 本 金
	千円　

	従 業 員
	　　　　　　　人　（うち正社員　　　　　　　人、その他　　　　　　　人）

	主たる事業の
業種分類
	1.建設業　2.製造業　3.情報通信業　4.卸売業・小売業　5.宿泊業・飲食業　6.サービス業
7.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事 業 内 容
（簡潔に記入して下さい）
	



【直近3ヵ年の業績】
	(左から古い順)
	年　　　期
	年　　　期
	年　　　期

	売 上 高
	千円
	千円
	千円

	営 業 利 益
	千円
	千円
	千円

	税 引 後 利 益
	千円
	千円
	千円


※支援計画の作成、支援実施に係る審査等において、必要に応じ決算書の開示をお願いする場合があります。

【申請理由】（支援を受けたい事業や商品の概要がわかる資料等があれば添付して下さい）
	支援を希望する分野
☐新製品・サービスの開発　☐既存商品の高付加価値化  ☐効率化・生産性向上  ☐商業施設開発
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	支援を受けたい新規事業又は既存事業等における今後の目標
（これまでの活動状況も踏まえて記入して下さい。具体的目標（売上・利益等）及び実現時期等が定まっていれば記入して下さい）



	上記目標を達成するための課題・問題点
（支援計画策定時には客観的視点に基づいた課題・問題点の検討を行いますが、現段階での自社のお考えを記入して下さい）




【社内実施体制】
	専門家による支援を受けて、社内で実行される際の体制
（専門家と共に支援実行に取り組まれる方（兼任又は専任）の部署・役職や体制図等を記入して下さい）

	

	専門家の派遣を受ける事業所等の所在地
（交通機関と最寄駅からの時間等についても記入して下さい）




【他の専門家支援利用状況】
	支援を受けたい事業に関する、他の補助金・公的支援制度又は、個別契約による専門家支援の利用実績
（東日本大震災以降～現在までの利用状況（支援制度名、専門家名、時期、支援内容等）を具体的に記入して下さい）




【国又は地方公共団体による復興支援に関連する施策】
	（国又は地方公共団体による復興支援に関連する施策の活用実績又は活用予定を記入して下さい。関連施策には、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策や農林水産物・食品の輸出促進対策も含みます）




【紹介機関】
	（本申請にあたり、自治体や地域金融機関等からの紹介・推薦を受けられている場合、推薦機関名（部署、担当者名）等を記入して下さい）　※紹介の有無は採択の可否に影響しません。




※本申請書の内容について、復興庁または事務局より電話等でヒアリングさせて頂くことがあります。
